




政権が主導する経済政策「アベノミクス」により政策の基調は大きく変化し、とりわけこれまでにない大々的な金融緩和は円レートを短期間のうちに安値へと動かし始めた。それまで円高対策と称する対症療法的な対策が幾度も打たれたもの 、ほとんど効果を示さなかったことは対照的な動きであった。これまで、円高は日本の産業競争力を衰弱させる 因と言われてきたが、今回の円安で日本国内には一時的にせよ安堵感が漂う。しかし 円安は日本 競合する近隣諸国にとっては脅威 なった。とりわけ警戒感を強めたのが韓国であった。「円安空襲」 身構えた韓国　
安倍政権発足一カ月にして、韓国の経済関連






















「日本の量的緩和の影響は北朝鮮リスクよりも大きい」と訴えた。政権交代時、韓国は景気低迷にあえいでいた。第１四半期のＧＤＰ成長率は前年同期比一・五％と、リーマンショック以来の低水準にまで落ち込んだ。新政権には景気刺激策の早急な立案・実行が求められたが、選挙戦を通じて朴槿恵陣営がマクロ経済的な成長戦略の提示を忌避したことが災いして 具体的な景気対策は後手に回った感が否めなかった。経済政策の担当者にとってアベノミクスは景気対策策定における自由度を奪う厄介な存在と映ったようだ。こうした思いが玄副首相の発言にはにじんでいるように思えてなら い。国際投資ポジション 弱さが改めてクローズアップ　
当初、アベノミクスによって韓国が受ける影



















になり、外貨流出 現実の問題として浮上したことで、アベノミクスに対する感情的 反発は相対的 小さくなってきたように思われる。五月二十三日の東証株価暴落とそれ以後における日本の株価および円レートの調整局面入り、そして六 五日発表 成長戦略に対する内外の失望など、アベノミクス自体が必ずしも万能ではないことを示す出来事が相次いだ。アベノミスはもはや失敗との認識 韓国内に広まっ のも事実であった。一方、米国のバーナンキＦＲＢ議長の「出口発言」 （五月二十二日）や、サム ン株暴落（六月七日）、そして六月になって顕在化してきた、 「影の銀行」 過剰設備、地方負債など 象徴されるチャイナリスクなど、韓国内外の経済情勢に変調の兆しがみられるようにもなった。としては、自国経済の命運を左右しかねない重要事象が内外で発生している折、アベノミクスに対
する感情的反発に神経を集中するわけにいかなくなっているというわけだ。　
しかし、アベノミクスが万能ではないとはい
え、そこに学ぶべき点を見出す論調も見られた。それは、量的緩和に抵抗する日銀総裁を事実上解任に追い込むという手荒な手段に訴えてまで国家経済を立て直そうとするリーダーシップに注目するものであり、また、安倍首相がそのリーダーシップを実現するために駆使する多彩かつ強力な人脈に注目するものである（たとえば、中央日報五月十五日および二十二日付）。歴史認識などで食い違いが表面化している日韓関係の現状からすると、やや妙な「安倍羨望論」ではあるが、その背景には韓国新政権のもたつきぶりが就任後四カ月以上たった現在も目に付くことがある。朴槿恵政権の 政策のキャッチフレーズ「創造経済」や「経済民主化」は難解との批判は収まらず、成長 策からの逃避 傾向は依然として また、 と韓国銀行との政策協調も円滑さを欠くきらいがあるし、朴大統領の「不通人事」への不評もいまだくすぶる。外国で 政策変更や景気悪化などが韓国経済低迷の大きな原因であることに違いないが、自国 政策 在り方にも改善の余地があると気づ あたり、こ 国 経済にかかわる人たちの思考はまだ冷静な だと感じる。韓両国関係が政治的にはすれ違う場面が依然多い中、両国間の経済関係の根幹は きな揺らぎを見せていない。政冷経熱の現状が冷え切った両国の政治的関係を徐々に融かしていく とを期待した 。
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